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【論文審査】

　本論文においては、いわゆる署名時声明 (「声明」signing statement) の問題が扱われて

いる。周知のとおり、アメリカ合衆国大統領は、議会を通過した法案に対して拒否権を行

使することも可能であるが、法案には承認を与え、その署名に際してコメントをすること

がある。「声明」は、当初は議会の労をねぎらい、法律の制定を祝福する等の形式的儀礼

的なものにすぎなかったが、最近では、法執行の長である大統領が、成立した法律の問題

点とりわけ憲法上の疑義を提示し、その執行を拒否する意思を表明する場合もある。

　このように、大統領が、現実・具体的な執行に先立つ法案への署名の段階で、法律に対

する憲法判断を示し、その執行範囲を限定することは許されるのか、むしろ、憲法上の問

題があるならば、大統領は、拒否権を行使すべきであり、承認を与えながら、その法律の

違憲性を指摘し、執行を拒否することは許されないのではないか、との議論が生じ、賛否

両論が展開されている。

　本論文においては、この議論を紹介し検討が加えられているが、その視点は、「三権分

立の現代における変容」という大きなテーマからのものである。鈴木陽子氏はかねてより、

権力分立の問題に関心を寄せられてきたが、「声明」を古典的・厳格な三権分立から、現

代的な三権の協働へという流れの中で理解されている。権力の濫用防止と権力の円滑効率

的運用という、相反する要請は、時代を超えた永遠のテーマと思われるが、権力の分離・

対立に加えて、権力の協働の領域が拡大しているとの認識がなされ、「声明」は「協働」

の傾向を示すひとつの例ではないかとの意識の下に分析がなされている。この視点は、こ

の問題の先行研究の中にはほとんど見られず、きわめてユニークなものといえる。
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　以下、本論文の概要を要約する。本論文は、4つの章から構成されている。第1章にお

いては、権力の協働について、日本の執政についての議論を紹介・分析することによって

説明されている。従来から、行政の定義・範囲に関し、法律の愚直な執行、すなわち「法

律による行政の原理」ではとらえられない領域があることが認識され、これをいかに憲法

上位置づけるか問題とされ、主として「統治行為」及び「執政」という形で議論が展開さ

れてきた。これらについて未だ定説をみないものの、その権限を特定の機関に独占させ、

その一方で、強力な「摩擦」の装置によって、権限の濫用を抑止するのではなく、一定の

権限を複数機関がそれぞれ分担し、しかもソフトな手法によりその実施を図っていくとの

現実的な要請があることを「条約」「予算」等を例に指摘している。

　この日本法の分析から得られた視点、すなわち、「協働」という観点から「声明」の分

析が第2章以降で行われている。

　第2章「アメリカの立法過程における署名時声明」においては、主として、「声明」とは

いかなるものか、その制度の紹介がなされている。まず、立法過程への大統領の関与が一

般的にどのように行われうるかを、大統領の拒否権を中心に論じ、これと比較する形で「声

明」の位置づけ・特徴づけを行っている。次に、「声明」の変遷をフォローする。それに

よれば、当初はさほど注目されなかった「声明」が、次第に、大統領による有権者への法

案の説明、執行部内での法案の解釈・指揮、法案の違憲性に関する議会と市民へのアピー

ルという機能を持つようになってきたことが指摘されている。その上で、「声明」を修辞的、

政治的、憲法的の3つに分類し、それぞれの性質と問題点についての整理が行われている。

　第3章「署名時声明をめぐる理論的背景と対立」においては、「声明」が法案に関する議

会への対抗手段及び裁判所への憲法上のアピールという実質を有するようになってきたと

の指摘を受けて、その憲法上の根拠について理論的な考察を行っている。とりわけ、法案

の違憲性を指摘する「声明」を対象に、これを否定する見解 ( 違憲説 )、肯定する見解 (

合憲説 )、消極的に肯定する見解 ( 限定合憲説 ) 等に区別して、その論拠を整理している。

　まず、違憲説であるが、「声明」は立法過程を逸脱させるとしている。憲法上の権限で

ある大統領の拒否権が行使された場合には、議会はオーバーライドの対抗措置をとること

ができる。しかし、「声明」の場合にはこうした対抗措置を議会はとることができず、立

法過程の抜け道を許してしまい、更には、合衆国最高裁によって違憲判決が下された、い

わゆる項目別拒否権の行使をも黙認することになるとする。

　次に、「声明」は、大統領の憲法上の2つ義務、「憲法擁護義務」と「法律誠実執行義務」

に違反するとの批判がある。これについて、まず後者については、大統領は公務員に対し

て、議会の法律を執行させる義務を負担しており、「声明」によって大統領独自の解釈を

示してこれに公務員を従わせることは立法権限の行使となり許されない。前者については、

「声明」により「違憲」を主張することにより、その実は政策の違いを有するにすぎない
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法案の執行を拒否することに道を開くことになる、との批判がなされている。

　更に、「声明」は司法との関係でも問題がある。本来、法律の意味の確定は裁判所によ

りなされるべきであるが、法律の執行に先立つ、大統領による宣言的な判断は、法律の意

味を固定して公務員を実質的に拘束し、このことは司法権への侵害につながるという考え

方である。また、「声明」の内容が判例法と異なる場合にも、同様の問題を提起するとし

ている。

　これに対して、肯定説は「声明」が、有権者への法案説明となること、法執行について

執行部内での垂直的な指揮となること、違憲と考える法案への異議とその適用方法の説明

を行うこと等をメリットとして強調している。そして、「声明」は、大統領の執行権が議

会の立法により侵害されることへの対抗手段であること、大統領の2つの義務のうち、憲

法擁護義務がまず優先され、次いで法律の誠実な執行義務が考慮され、もしも判例法に反

する違憲な法律を発見した場合、これを「声明」において大統領が宣言することは憲法上

認められるとする。また、拒否権の行使だけでは憲法擁護義務が果たせず、これを補完す

るはたらきが「声明」には認められるとの見解も紹介されている。

　限定的肯定説は、違憲説があるにもかかわらず憲法上の異議を述べる「声明」が依然と

してなされている実態も踏まえ、その有用性を強調することにより、一定の条件の下にこ

れを肯定していこうとする考え方である。重要なものとして、拒否権の行使とは異なって

議会との大きな衝突を避けることができる点が挙げられている。また、大統領自身の見解

が明らかとされ、対内・外とのコミュニケーションが円滑になされるとの指摘もなされて

いる。

　第4章「署名時声明をめぐる問題と変化」においては、第3章までの、基礎理論的な記

述を踏まえ、ブッシュ大統領による2005年被拘禁者取扱法の「声明」を取り上げ、具体

的な検討を加えている。注目されるべきは、この法律が敵戦闘員の取扱いに関して議会が

大統領の政策を制限することを目的としていたが、その一方で司法の判断も制限するもの

であり、「声明」の内容は前者を否定し、後者を肯定するものであった。このことは、「声

明」が、大統領対議会のみならず、司法も巻き込んだ問題を提起していくことを意味して

いる。

　以上の「声明」の紹介・検討の中から、鈴木陽子氏は、大統領が「声明」を用いて憲法

上の疑義を提起し、法律の条文を限定的に解釈することは必ずしも否定されるものではな

い。機関相互の「摩擦」のみならず「健康的な対話」の重要性を「声明」の利用は物語っ

ていると結論している。

【審査結果】

　以上のとおり、本論文は三権分立の現代的変容を、権力の「協働」という観点から認識
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しようとし、その素材としてアメリカ合衆国大統領の署名時声明を例にとり、これを詳細

に検討したものである。日本において、署名時声明の紹介・検討は、政治学的考察を含め

ても十分に行われておらず、本論文は今後の学界において貴重な資料を提供している。更

に、その分析は、国家統治の根幹をなす三権分立の現代的変容という視点からなされ、「声

明」に関する議論の単なる紹介にとどまらず、広範な領域に影響を及ぼすことが期待でき

る。また、その内容は法学研究科（公法学専攻）の博士学位審査基準に照らしても妥当な

研究内容であると認められる。

　従って、所定の試験結果と論文評価に基づき、本審査委員会は全員一致をもって鈴木陽

子氏の博士学位請求論文は、本学博士学位を授与するに相応しいものと判断する。


